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改 正 後 現  行 

     報酬告示第９の16の福祉・介護職員等特定処遇改善加算につ

いては、２の(１)の㉒の規定を準用する。 

 

 ３ 訓練等給付費 

  (１) 機能訓練サービス費 

   ①～⑬ （略） 

   ⑭ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算の取扱いについて 

     報酬告示第10の11の福祉・介護職員等特定処遇改善加算につ

いては、２の(１)の㉒の規定を準用する。 

  (２) 生活訓練サービス費 

   ①～㉙ （略） 

   ㉚ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算の取扱いについて 

     報酬告示第11の15の福祉・介護職員等特定処遇改善加算につ

いては、２の(１)の㉒の規定を準用する。 

  (３) 就労移行支援サービス費 

   ① 就労移行支援サービス費について 

    (一) 就労移行支援サービス費の区分について 

     ア 就労移行支援サービス費(Ⅰ)については、利用者を通所

させて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併

せて利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算

定し、利用者が就職した日の前日まで算定が可能であるこ

と。 

       ただし、通常の事業所に雇用されている障害者が休職し

た場合には、(ア)から(ウ)の条件をいずれも満たす場合に

 

 

 

 ３ 訓練等給付費 

  (１) 機能訓練サービス費 

   ①～⑬ （略） 

   （新設） 

 

 

  (２) 生活訓練サービス費 

   ①～㉙ （略） 

   （新設） 

 

 

  (３) 就労移行支援サービス費 

   ① 就労移行支援サービス費について 

    (一) 就労移行支援サービス費の区分について 

     ア 就労移行支援サービス費(Ⅰ)については、利用者を通所

させて就労移行支援を提供した場合又は施設入所支援を併

せて利用する者に対し、就労移行支援を提供した場合に算

定し、利用者が就職した日の前日まで算定が可能であるこ

と。 

       ただし、通常の事業所に雇用されている障害者が休職し

た場合には、(ア)から(ウ)の条件をいずれも満たす場合に


